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〈支援内容〉 

〈保護命令〉 

京都府家庭支援総合セ

ンター(京都府配偶者暴

力相談支援センター) 

•一時保護の決定、実施 

•一時保護中の心理ケア 
•一時保護中の生活支援 
•自立支援についての 

 情報提供、支援 
•関係機関との連絡調整 
•処遇困難ケースの指導、 

 助言 
•研修の実施 

◦相談、助言、情報提供 
◦緊急時における被害者の安全確保 
◦保護命令申請等の法的手続にお 

 ける助言、支援 
◦一時保護施設への同行支援 
◦被害者に関する情報の保護 

◦被害者への切れ目のない支援の 
実施 

①発見した者による通報の努力義務 

②医師等は通報できる。 
（被害者の意思尊重） 

民間支援 
団体等 

他の自治体 

・身体的暴力 

・生命、身体への脅迫 

◦暴力の制止 
◦被害者の保護 
◦被害発生防止の 

 ために必要な措 
 置、援助 

◦接近禁止（6 ヶ月） 
◦住居からの退去（2 ヶ月） 
◦子への接近禁止（6 ヶ月） 

◦親族等への接近禁止 
 （6 ヶ月） 
◦電話等の禁止命令 

 （6 ヶ月） 

○更なる暴力により生命・ 

 身体に重大な危害を受け 
 る恐れが大きい時 

•生活の支援 
•住宅の確保 
•就業の支援 

•法律相談窓口の紹介 
•心のケア、サポート 
•子どもへの支援 

•庁内の連携強化 


